
別紙２ 

 

事業計画書 

 

１ 現在の課題及び事業の目的 

事業の動機、目的 

【仕事と家庭が両立できる職場環境を実現したい、人材の確保・定着に関する課

題を抱えている等を記載してください】 

ネットショップの運営業務において、手作業でネット販売へのアップロー

ドと受注メールの管理表への転記を行っており、時間外勤務が毎日長時間

発生している。 

 

２ 取組内容※一つの申請書類では一つのコースにしか応募できません 

事業の目的を達成す

るための取組内容

（該当する取組内容にチェ

ックしてください） 

【誰もが働きやすい職場づくりコース】 
☐①仕事と生活の両立支援のための就業規則等社内制度の整備 
☐②従業員が子どもと同伴して出勤できる環境の実現に向けた施設の整備 
③労働生産性の向上により長時間労働の削減や有給休暇の取得の促進といった 
多様な働き方の推進に繫がる機器、ソフトウェアの導入 
☐④多様な働き方の理解促進に向けた社内研修の実施、各種セミナーへの参加 
☐⑤就業規則、業務マニュアル、社内掲示物等の多言語化に係る翻訳 
☐⑥日本語学習のための学習サービスの利用 
 
【病児保育コース】 
☐①従業員の子どもが発熱等により看護を要する状態となった際にベビーシッタ

ーを従業員の自宅等に派遣する事業 
☐②従業員が発熱等により看護を要する状態の子どもと同伴して出勤できる環境

の実現に向けた施設等の整備 
☐③子の看護休暇の取得の促進のために行う社内制度の整備 
 
【育児休業取得促進コース】 
☐①育児休業の取得促進のための就業規則・賃金規定・人事評価制度等の作成・改正 
☐②育児休業の取得促進に向けた企業風土改革のための研修会の実施 
 
【共通】 
☐その他知事が必要と認める事業 
上記取組内容の発信 

具体的内容 

○ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）による作業の自動処

理を導入。 

・用途：上記アップロードと受注メールの処理についてＲＰＡを導入 し、自動

処理を行う。 

・見込まれる効果：上記定型業務の従事時間が短縮するとともに、メ インの電

話問合せ対応業務に集中できることで全体の生産性の向上 が図られ、時間外

労働を削減する。 

取組実施期間（予定） 令和７年６月３０日～令和８年２月２８日 

取組発信の手法（人材

の確保・定着のため上記取

組内容を発信する場合のみ

該当する手法にチェックし

てください） 

☐自社ホームページ  

☐求人用パンフレット・ポスター 

求人広告 

☐企業説明会への参加 

☐その他（            ） 

発信開始日（予定） 令和８年２月１日 

※誰もが働きやすい職場づくりコース③をチェックした場合は、長時間労働の削減、有給休暇の取得促進の処遇改善の目標と効果につ

いて、別紙５－１「労働生産性の向上により達成する目標及び目標設定の考え方」を作成し、併せて提出してください。 

裏面もあります 

記載例 

仕事と生活の両立、人材の確保・定着に関

する現状の課題等についてできるだけ詳細

にご記入ください。 

事業の目的を達成するための取組内

容に付随して申請される場合のみ記

入してください。 



３ 事業経費 ※ 

３ 事業経費 ※交付要綱第５条ただし書きを適用する場合はチェック☐   ※見積書を添付 

補助金交付申請額 ６００,０００円（１，０００円未満は切捨て）※消費税抜き 

取組総事業費  １,２００,０００円 

補助対象経費 計１,２００,０００円 

 

 補助対象経費 １,２００,０００円 

（内 訳） 

・受注・販売データ管理ソフト（ＲＰＡ）  １，０００，０００円 

・求人広告経費                ２００,０００円 

注）事前着手届を提出する場合を除き、交付決定前の着手（発注等）・支払を行うものは対象となりません 

 

４ 成果目標 

目 標 

① 効果測定期間における対象者３名の所定外労働時間を２４時間

に削減  

② 求人○名以上募集 

生産性向上設備導入時の誓約事項

（誰もが働きやすい職場づくりコース③の

場合のみチェック） 

本補助金を活用により生産性が高い設備を導入し、従業員の超過勤 

 務削減や年次有給休暇取得率の向上を目指します。決して、既存機 

器の更新を主たる目的とするものではないことを誓約します。 

また、過去に本補助金又は労働生産性向上推進事業補助金による生

産性向上設備の導入実績はありません。 

効果測定期間（予定） 

（１ヶ月以上の任意の期間） 
令和８年１月１日～令和８年１月３１日 

前年同時期における実績 

（実績が存在しない場合は「－」） 

令和７年１月１日～令和７年１月３１日の対象者３名の合計所定外

労働時間 １２６時間  

 

※成果目標は、対策案の実施により改善したい事項（成果項目）及びその到達レベル（目標）について設定してください。（数値目標

を設定するなど、達成状況が計測可能なものになるようにしてください。） 

※誰もが働きやすい職場づくりコース①において時間単位の年次有給休暇制度を新たに導入し、かつ効果測定期間における年休取得率

の10％上昇（前年同時期対比）を成果目標とする場合は、別紙５－２「年次有給休暇取得率算定表」を別途作成してください。 

 

５ 担当スーパーバイザー 

担当スーパーバイザー 氏名 山田 太郎  

 

補助対象の機器、設備等ごとに機器名・金

額を記載してください 

金額は税抜きで記入し、見積書を添付して

ください。 

補助対象機器等の導入を終えてから効果測

定を１か月以上実施できるよう、期間を設定

してください。 

前年度同時期の実績は、数値目標等など達

成状況が計測可能となるようにしてください。 

１，０００，０００(円)×１／２→５００，０００(円) 

２００，０００(円)×１／２→１００，０００(円) 

５００，０００(円)＋１００，０００(円)→６００，０００(円) 


